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居宅介護 5.9% 5.3% △0.6% 自立生活援助 ※ 2.7%

重度訪問介護 7.9% 5.9% △2.0% 計画相談支援 1.0% 0.5% △0.5%

同行援護 5.3% 5.1% △0.2% 地域移行支援 4.2% 3.0% △1.2%

行動援護 6.5% 4.0% △2.5% 地域定着支援 1.7% 5.2% 3.5%

障害児相談支援 △0.5% 1.5% 2.0%

短期入所 3.8% 4.0% 0.2%

療養介護 3.3% 1.6% △1.7% 児童発達支援 4.8% 1.2% △3.6%

生活介護 5.3% 8.9% 3.6% 医療型児童発達支援 ※ 0.0% 1.3% 1.3%

放課後等デイサービス 10.9% 10.7% △0.2%

施設入所支援 4.8% 6.3% 1.5% 居宅訪問型児童発達支援 ※ △0.3%
共同生活援助
（介護サービス包括型） 9.2% 7.3% △1.9% 保育所等訪問支援 0.4% △0.5% △0.9%
共同生活援助
（日中サービス支援型） ※ 11.5%
共同生活援助
（外部サービス利用型） 6.8% 6.3% △0.5% 福祉型障害児入所施設 0.0% 0.2% 0.2%

医療型障害児入所施設 2.2% 1.9% △0.3%

自立訓練（機能訓練） ※ 2.1% 1.3% △0.8%

自立訓練（生活訓練） 9.2% 6.4% △2.8% 全体 5.9% 5.0% △0.9%

就労移行支援 9.5% 5.5% △4.0%

就労継続支援Ａ型 14.2% 4.2% △10.0%

就労継続支援Ｂ型 12.8% 6.0% △6.8%

就労定着支援 2.9%

収支差率 ＝（障害福祉サービス等の収益額 － 障害福祉サービス等の費用額）／ 障害福祉サービス等の収益額

　・　障害福祉サービス等の収益額は、障害福祉サービス等事業収益、借入金利息補助金収益及び本部からの繰入の合計額

　・　障害福祉サービス等の費用額は、障害福祉サービス等事業費用、借入金利息及び本部への繰入の合計額

注２：重度障害者等包括支援については、有効回答数が極めて少ないため公表の対象外としている。

日中活動系サービス

障害児通所・訪問サービス

施設系・居住系サービス

障害児入所サービス

注１：サービスの種類に「※」のあるサービスについては、集計施設・事業所数が少なく、集計結果に個々のデータが大きく
　　　影響していると考えられるため参考数値として公表している。

訓練系・就労系サービス

全サービス平均 （参考）

訪問系サービス 相談系サービス

令和２年障害福祉サービス等経営実態調査結果の概要

○　調査の目的
　　　障害福祉サービス等施設・事業所の経営状況等を明らかにし、障害福祉サービス等報酬改定
　　の影響把握及び次期報酬改定のための基礎資料を得る。

○　調査時期　令和２年６月（令和元年度決算を調査）

○  調査対象等
　・　調査対象　　全ての障害福祉サービス等
　・　抽出方法　　調査対象サービスごとに、層化無作為抽出法により、4.7％～全数で抽出
　・　調査客体数　16,657施設・事業所
　・　有効回答数　 9,068施設・事業所（有効回答率：54.4％）
　・　調査項目　　障害福祉サービス等の提供状況、従事者の状況、収入の状況、支出の状況　等

各障害福祉サービス等における収支差率

サービスの種類

令和２年調査
実態調査

サービスの種類

令和２年調査
実態調査
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対28年度
増減

対28年度
増減

訪問系サービス

居宅介護 5.9% 79.9% 5.3% △0.6% 71.4% △8.5%

重度訪問介護 7.9% 79.6% 5.9% △2.0% 71.9% △7.7%

同行援護 5.3% 81.9% 5.1% △0.2% 75.3% △6.6%

行動援護 6.5% 77.7% 4.0% △2.5% 71.5% △6.2%

日中活動系サービス

短期入所 3.8% 64.8% 4.0% 0.2% 67.2% 2.4%

療養介護 3.3% 66.9% 1.6% △1.7% 66.8% △0.1%

生活介護 5.3% 61.7% 8.9% 3.6% 65.4% 3.7%

施設系・居住系サービス

施設入所支援 4.8% 61.1% 6.3% 1.5% 61.3% 0.2%

共同生活援助（介護サービス包括型） 9.2% 58.6% 7.3% △1.9% 60.4% 1.8%

共同生活援助（日中サービス支援型） ※ 11.5% 62.6%

共同生活援助（外部サービス利用型） 6.8% 56.0% 6.3% △0.5% 52.2% △3.8%

訓練系・就労系サービス

自立訓練（機能訓練） ※ 2.1% 73.2% 1.3% △0.8% 61.0% △12.2%

自立訓練（生活訓練） 9.2% 63.0% 6.4% △2.8% 65.0% 2.0%

就労移行支援 9.5% 62.4% 5.5% △4.0% 65.4% 3.0%

就労継続支援Ａ型 14.2% 58.9% 4.2% △10.0% 65.0% 6.1%

就労継続支援Ｂ型 12.8% 58.8% 6.0% △6.8% 61.0% 2.2%

就労定着支援 2.9% 70.3%

相談系サービス

自立生活援助 ※ 2.7% 78.0%

計画相談支援 1.0% 82.5% 0.5% △0.5% 79.5% △3.0%

地域移行支援 4.2% 73.3% 3.0% △1.2% 75.5% 2.2%

地域定着支援 1.7% 76.7% 5.2% 3.5% 79.1% 2.4%

障害児相談支援 △0.5% 82.9% 1.5% 2.0% 78.3% △4.6%

障害児通所・訪問サービス

児童発達支援 4.8% 73.3% 1.2% △3.6% 73.3% 0.0%

医療型児童発達支援 ※ 0.0% 76.5% 1.3% 1.3% 69.2% △7.3%

放課後等デイサービス 10.9% 62.0% 10.7% △0.2% 63.6% 1.6%

居宅訪問型児童発達支援 ※ △0.3% 68.6%

保育所等訪問支援 0.4% 83.3% △0.5% △0.9% 77.1% △6.2%

障害児入所サービス

福祉型障害児入所施設 0.0% 70.7% 0.2% 0.2% 64.6% △6.1%

医療型障害児入所施設 2.2% 71.6% 1.9% △0.3% 65.7% △5.9%

全サービス平均（参考）

全体 5.9% 64.4% 5.0% △0.9% 65.1% 0.7%

平成29年実態調査

注３：端数処理の関係で、増減の計算結果が僅かに一致しない場合がある。

各障害福祉サービス等の収支差率及び給与費割合 （過去の調査結果との比較）

サービスの種類

令和２年経営実態調査

平成28年度決算 令和元年度決算

収支差率
収益に対する
給与費の割合

収支差率
収益に対する
給与費の割合

注１：サービス名に「※」のあるサービスについては、集計施設・事業所数が少なく、集計結果に個々のデータが大きく影響していると考えられるため
　  　参考数値として公表している。

注２：重度障害者等包括支援については、有効回答数が極めて少ないため公表の対象外としている。

２



調査
客体数

有効
回答数

有効
回答率

調査
客体数

有効
回答数

有効
回答率

調査
客体数

有効
回答数

有効
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（A） （B) （B)／（A) （A） （B) （B)／（A) （A） （B) （B)／（A)

居宅介護 917 411 44.8% 1,124 404 35.9% 750 294 39.2%

重度訪問介護 1,030 421 40.9% 1,117 338 30.3% 730 194 26.6%

同行援護 1,014 463 45.7% 1,121 446 39.8% 720 224 31.1%

行動援護 885 437 49.4% 1,008 418 41.5% 510 177 34.7%

療養介護 222 145 65.3% 233 152 65.2% 251 182 72.5%

生活介護 617 418 67.7% 587 401 68.3% 490 285 58.2%

短期入所 588 349 59.4% 1,090 665 61.0% 470 280 59.6%

施設入所支援 478 385 80.5% 1,067 787 73.8% 450 352 78.2%

自立訓練（機能訓練） ※ 164 88 53.7% 134 87 64.9% 132 74 56.1%

自立訓練（生活訓練） 594 336 56.6% 588 339 57.7% 480 216 45.0%

就労移行支援 845 470 55.6% 633 374 59.1% 580 217 37.4%

就労継続支援Ａ型 851 463 54.4% 812 440 54.2% 580 228 39.3%

就労継続支援Ｂ型 672 453 67.4% 579 378 65.3% 500 259 51.8%

就労定着支援 884 539 61.0% - - - 270 84 31.1%

自立生活援助※ 106 55 51.9% - - - 110 28 25.5%

共同生活援助（介護サービス包括型） 549 337 61.4% 643 391 60.8% 480 293 61.0%

共同生活援助（日中サービス支援型） ※ 65 35 53.8% - - - 34 20 58.8%

共同生活援助（外部サービス利用型） 527 304 57.7% 738 434 58.8% 500 255 51.0%

計画相談支援 804 464 57.7% 1,099 559 50.9% 610 268 43.9%

地域相談支援（地域移行支援） 474 192 40.5% 494 264 53.4% 296 94 31.8%

地域相談支援（地域定着支援） 536 229 42.7% 552 275 49.8% 494 151 30.6%

障害児相談支援 779 448 57.5% 1,049 492 46.9% 590 242 41.0%

児童発達支援 719 362 50.3% 926 450 48.6% 600 290 48.3%

医療型児童発達支援 ※ 95 56 58.9% 97 34 35.1% 96 54 56.3%

放課後等デイサービス 1,036 504 48.6% 831 383 46.1% 620 192 31.0%

居宅訪問型児童発達支援 ※ 38 17 44.7% - - - 52 10 19.2%

保育所等訪問支援 801 412 51.4% 553 249 45.0% 574 210 36.6%

福祉型障害児入所施設 185 140 75.7% 186 127 68.3% 181 124 68.5%

医療型障害児入所施設 182 135 74.2% 178 106 59.6% 176 107 60.8%

全体 16,657 9,068 54.4% 17,439 8,993 51.6% 12,326 5,404 43.8%

注２：重度障害者等包括支援については、有効回答数が極めて少ないため公表の対象外としている。

注３：調査客体数は、調査対象数から休止・廃止等により回答できない施設・事業所を除いた数である。

注１：サービス名に「※」のあるサービスについては、集計施設・事業所数が少なく、集計結果に個々のデータが大きく影響していると
      考えられるため参考数値として公表している。

有効回答数及び有効回答率の状況

サービスの種類

令和２年実態調査 平成29年実態調査 （参考） 令和元年概況調査
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